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不完全競争下における玉葱市場の地域間均衡分析

一国内産地間の競争状態が輸入量に及ぼす影響一

松田敏信・黒河 功

An Interregional Equilibrium Analysis of the 

Imperfectly Competitive Onion Markets : Implications 

for the Increasing Vegetable Imports 

Toshinobu MATSUDA and Isao KUROKAWA 

Summary 

This paper approaches the interregionaI equilibrium prices and flows of onions in terms of 

competitiveness of markets. The spatial price equilibrium model is extended to apply to markets of 

varying degree of competition， incIuding perfectly competitive and monopolistic ones as the two extremes. 

The model is formulated as a linear complementarity problem and solved by Lemke's method. The 

estimators of conjectural variation are incorporated into the model to achieve optimum solutions that 

prove to be exactly equal to the actual values， which adds credibility to the model simulations. The 

empirical results suggest that the ]apanese onion markets are fairly， not to say perfectly， competitive， and 

that the higher degree of competition between the domestic production centers makes the market price 

level lower， decreasing imports， which implies that keeping a high degree of domestic competition is 

essential to the maintenance of domestic vegetable production in the face of th巴increasingimports. 

1 序

1)問題の所在

近年，異常気象の多発が野菜供給の不安定性に

拍車をかけ，生鮮野菜の輸入が急増している。特

に，玉葱のように産地の集中が進んでいる品目で

は，主産地の供給量変動による価格の高下が激し

く，そのことが輸入増加の 1つの要因であるとい

われている(註 1)。輸入増加に直面する園内野

菜産地は，園内競争とともに国際競争をも見据え

た市場対応を必要とされているといえよう。

玉葱は伝統的に輸入量の最も多い野菜の 1つで

あり，その輸入は古くから自由化(関税化)され

ている。図 1に示されるように，輸入玉葱の卸売

数量は国産玉葱の価格に敏感に反応し，国産玉葱

の価格の高騰は輸入量の増大をもたらしている。

10う

従って，玉葱の各産地は圏内の他産地との競争と

ともに，輸入玉葱との競争にも直面しているとい

える。更に，玉葱は古くから行政機関による価格

安定化への取り組みが行われ，現在その体制が最

も整備されている野菜の 1つであるにもかかわら

ず，依然として他の多くの野菜と同様，その需要

は価格に対して非弾力的で市場が価格伸縮的であ

るため，供給量のわずかな増減によって価格が大

きく変動するという不安定な側面を有している。

本稿では，我が国の代表的な生食用野菜で，早

くから輸入が自由化されており，更に価格伸縮的

で不安定な市場構造をもっ玉葱を対象として，国

内・国外双方との競争に直面する我が国の野菜産

地の市場対応の在り方に対して，産地聞の競争状

態に焦点を当てながら分析を試みる。具体的には，

市場における産地聞の競争性を空間均衡分析に陽
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図1

2次計画問題としてこれを再定式化することに

よって，空間均衡理論の実証分析への適用を可能

とした。このモデルにおいては，生産者及び消費

者は価格受容者(price-taker )として行動し，

生産，消費の水準を決定する際に，それぞれ産地

価格，市場価格を所与として捉えることが仮定さ

れている。その後， Takayama and Judge [38]は空

間均衡モデルを独占均衡モデルへと拡張したが，

事例研究への応用についてみてみると，殊に農産

物市場の実証分析へ適用されてきたのは，近年に

至るまで，主として完全競争空間均衡モデルで

あった。

これまでに空間均衡分析は，例えば，農産物の

国際貿易を対象とした Bawden[1]，小麦の世界

市場を対象とした Schmitzand Bawden [32]，米

と小麦を対象とした Pantand Takayama [27]，生

乳を対象とした(註3) West and Brandow [40]， 

佐々木[29]， Kottke [17]，小林[16]，林[7]， 

伊藤[10]，玉葱を対象とした永木[24]，松原他[22]， 

夏秋キャベツを対象とした農林省農林経済局統計

表的に組み込むことによって，圏内産地聞の競争

状態が輸入量に及ぼす影響についてシミュレー

ション分析を行う。
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2)既往の研究成果

本稿では，以上のような問題意識の下で，モデ

ルに競争性の指標を新たに導入することによって

空間均衡分析(地域問均衡分析)を産地聞の競争

性の観点から一般化した最近の研究成果ー不完

全競争空間均衡分析ーを主に適用する。以下では，

主として農産物市場を対象とした実証研究につい

て，空間均衡分析の発展の系譜を簡単にたどって

みることにする。

空間均衡理論は，複数の生産地域(産地)から

複数の消費地域(市場)への財の移動に関する均

衡条件を明らかにするもので， Enke [3] (註2) 

によってその理論的枠組みが与えられ， Samuel-

son [28]によって極大化問題として定式化された。

更に， Takayama and Judge [35]， [36]は，線形の

需要・供給関数を前提としたオペレーショナルな



不完全競争下における玉葱市場の地域間均衡分析

情報部企画情報課システム分析室[26]，冬キャベ

ツを対象とした上路[39]，豚肉を対象とした佐々

木[30]，ブロイラーを対象とした佐々木 [31]， 

Lee and Seaver [19]，オレンジを対象とした Zus-

man， et al. [42]など，様々な農産物の地域間均衡

分析に応用されてきたが，基本的にそれらは，伝

統的な Samuelson/ Takayama-Judgeモデル(註4) 

を適用した完全競争空間均衡分析である。

こうした中で，現実の多くの市場の競争状態で

ある完全競争と独占(完全協調)との中間領域，

すなわち寡占市場を対象とした2次計画問題によ

る空間均衡理論のモデル化は，まず Hashimoto

[ 6 ]によって，寡占市場の1形態である Coumot

型寡占市場について行われ，数量を原変数(primal 

variables )，価格を双対変数(dual variables )と

する空間 Nash均衡モデル(spatial Nash equilib-

rium model)として定式化された。このモデルに

おいては，各生産主体がNash (非協力ゲーム)

型の行動をとること，すなわち，自己の生産量と

出荷量に関する決定が，他産地の生産量と出荷量

の決定に影響を与えないという前提の下で，自己

の利潤を最大化すべく生産量と山荷量に関する決

定を行うことが仮定される oJ 11口・鈴木口3]， [14] 

は， Hashimoto [6]のモデルを価格を原変数とし

て修正することによって，各産地の行動を pnce-

taker ，独占， Nash型というように aprioriに設

定して空閥均衡解を求める計画モデルを2次計画

問題として定式化し，それを生乳市場の地域間均

衡分析に適用する研究を行った。そして， I他地

域の行動に対する推測は Nash型だけではなく

様々な場合が想定でき， Nash型というようにア

プリオリに仮定しいろいろな分析を試みるかわり

に， (中略)現状の『主観的j限界収入曲線の傾

きの程度を推定し，その推定値を本稿のフレーム

ワークの中に組み込んで利用するという観点から

の研究も重要であるJ(註5)と述べ，空間均衡分
析を競争性の観点から一般化すること，すなわち

産地聞の競争状態に対して先験的な仮定を置かな

い方向で空間均衡分析を発展させていくことの重

要性を示唆している O更に，川口他[15]，鈴木[33]

は， I主観的」限界収入曲線の傾きの程度，すな

わち競争性の程度を推測的変動の値として計測し，

その推定値を不完全競争空間均衡モデルに組み込
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むことによって，生乳流通の現状を的確に説明で

きることを示している。

3 )課題の限定

以上のような既往の研究成果を踏まえ，本稿で

は，まず第lに，川口・鈴木[13]. [14]において

提示された不完全競争空間均衡モデルを数学的に

検討すること，そして第2に，不完全競争空間均

衡モデルを玉葱市場に適用して現状の産地聞の競

争状態を反映させた均衡解を求めること，更に第

3に，不完全競争空間均衡モデルを用いて産地問

の競争状態を変化させるシミュレーションを行い，

これに輸入量と国産価格との関係を考え合わせる

ことによって，国内産地問の競争状態の見地から，

輸入野菜の増加に直面する国内野菜産地の市場対

応に関する含意を引き出すこと，を課題とする。

2 理論的枠組み

1)不完全鏡争空間均衡モデルー数量形式一

分析モデルの展開に先立ち，以下のように各記

号を定義する。

X:消費地域zε{ 1 ，...， m}の需要量 Xjを成

分とする m次元列ベクトル。

Y:生産地域1ξ{1 ， • • • ， n}の供給量Yjを成分
とする n次元列ベクトル。

Q:生産地域jから消費地域iへの移送量 qjjを

成分とする mn次元列ベクトル。

PD:消費地域 tの市場価格(需要価格)pdjを

成分とする m次元列ベクトル。

MC:生産地域jの産地限界費用 mCjを成分と

する n次元列ベクトル。

PR:消費地域iの需要価格pdjと，消費地域 t

における生産地域jの限界収入 mrjjとの

格差を表す変数prjjを成分とする mn次元

列ベクトル。

Xj=νi + ~iPdi: 消費地域 t の市場需要関数

(~i < 0)0 
pdj = aj + bj Xj :消費地域 tの逆市場需要関数

( aj三一 ν;1~ j， bj 三 l/~j< 0)。

Yj = Xj +ψjm今:生産地域1の限界費用関数
(ψj> 0 )0 

m今=lJj + hj Yj :生産地域jの逆限界費用関数
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( gj三一 Xj/砂)'

均三v叱>0)。
fCj:生産地域jの固定費用(= constant )。

tij :生産地域jから消費地域iへの単位輸送費

(= cons伽 t)。

本稿の分析において主として用いられる不完全

競争空間均衡モデル(imperfectly competitive 

spatial equilibrium model )は，従来の完全競争空

間均衡モデルを競争性の観点から一般化したもの

で，全ての生産地域が price-takerとして行動す

る完全競争(perfect competition )と，全ての生

産地域が協調して共同利潤を最大化する完全協調

( perfect collusion )とを両極端として，その中

間領域の様々な寡占状態における地域間の数量・

価格均衡を求めるための計画モデルである。

Hashimoto [6]，は Cournot型寡占市場における

空間均衡モデル(spatial Nash equilibrium model ) 

を数量形式によって定式化したが，本小節ではこ

れを競争性に apnonな仮定を置かない一般の不

完全競争市場における空間均衡モデルへ拡張する。

いま，生産地域jの純利益(net profit )円は，

πj = 2. i pdi qij -(f mCjφ'j十烏 )-2.itijQ;j
= 2.i ( ai + bi玄1qil ) qij -f ( gj +ん巧)d九
-fCj -2.iらqij ( 2 -1 ) 

と表される(但し，1 ε{ 1 ，. • .， n})から，生産

地域jの生産と移出に関する静学的均衡は，次の

最大化問題を解くことによって得られる。

max. 円 (2-2) 

s.t. 2.iqij;三Yj (2-3) 

Yj ~ 0， qij i三oV i，j (2 -4 ) 

ここで，この最大化問題に対する Lagrange関数

をLj，制約条件 (2-3)に対する Lagrange乗

数を叱(主0)とおくと，不完全競争均衡解に対

する Karush-Kuhn-Tuckerの最適性条件は以下の

ようになる。

aιa  
ーム=ai + bj 2./ qj/ + b;( 1 + ::l~. ~ qjd qij -tij -o aqjj -，. .，-，." ' .， ¥ . ， aqijl村 l

= aj + bj 2./ qj/ + bj( 1 + Y ij) qij -tij -o j三0

aL 
qjj~=O Vi 
') aqjj 

(2 -5) 

aL; aL 一-;-=-& -hjYi + o三0，Y二三=0 (2-6) 句")J) ， ') - v， J) ayj 
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aL . aL 
」ユ=-2.j qjj + Yj ~ 0， o二ユ=03世 -''fIJI JJ-V ! 1Jaoj 

但し，

Yjj =O2./宇 jqj/ I oqjj 

( 2一7)

は推測的変動(conjectural variation )であり，消

費地域iにおいて，生産地域jの供給量がI単位

増加するときの他の生産地域1(宇j)の合計供給

量の変化に対する生産地域1の推測(conjecture ) 

を表す。推測的変動は，消費地域における生産地

域の競争性を表す指標として捉えることができ，

価格受容行動(price-taking behavior ) ( Y jj = -1 ) 
から完全協調(行 =xjlqjj - 1 )までの生産地

域の様々な行動を連続的に表すことができる。例

えば，消費地域iがCoumot型寡占市場である場

合，全ての生産地域は他の生産地域の供給量を与

件として，すなわち自己の供給量の変化に対して

他の生産地域の供給量が変化しないと仮定して自

己の利潤を最大化するから，

Yij=O Vj 

となる。

また Lagrange乗数ojは，静学的均衡における
産地限界費用と解釈され，(2 - 5) より，生産

地域jから消費地域iへ移送が行われる限り，均

衡において生産地域jの産地限界費用叱と消費

地域iへの単位輸送費及び bj ( 1 +行)qjjを加

えたものは，消費地域iの市場価格td，(= aj十

bjヱ1qil)に等しくならなければならない。更に(2 
-6)より，均衡において生産地域1における生

産量が正である限り，与えられた限界費用関数が

満たされることが分かる。ところで，消費地域t

における生産地域1の限界収入(註6) mrjjは，

mrij =かむ=pdj+会(aj + bj 2.1 qj/) qij 
=同+bj (1 + Y ij)助 (2-8) 

と表されるから， -bz(1+Yq)qq(三0)はpdj

とmrijとの格差を与えることになる。従って(2 

-5)は，

mη-øj~ ら ， (mη oj-tij)qij=O Vi 

(2 -9) 

と書き換えることができるから，生産地域jから

消費地域iへ移送が行われる限り，均衡において

限界収入 mrijと産地限界費用 Oj(=m今)との格

差は両地域聞の単位輸送費らに等しく，一方そ
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の格差が単位輸送費を下回る場合には移送は行わ

れないことになる。

以上より，数量形式による不完全競争空間均衡

モデルは，次のような修正された純社会利得

ASP ( net sociaJ payoffs adjusted to the imperfectly 

competitive spatial equilibrium model) (註7)の最

大化問題として定義することができる。

max. ASP (X， Y， Q ) 

三 ~J(aj+ bjxj) dxj-~j [J(ι + hj汚)偽+fcjl 

+ ~j ~jbj( 1 +九)Jqij 1恥-"1;~j ら偽

8.t Xj 壬 ~jqij Vi 

~jqij 三 Yj V j 

( 2ー10)

( 2 -11) 

( 2ー12)

Xj ミ~0，巧?;O，qij?;O Vi，j (2-13) 

ここで，この最大化問題に対するLagrange関

数を LQ'制約条件(2ー11)，(2ー12)に対す

るLagrange乗数をそれぞれ勺(主0)，Pj (ミ0)

とおくと， Karush-Kuhn-Tuckerの最適性条件は以

下のように表される。

aLo aLd 
て-"-=a， + b， x， -， ，;;;;; O. X，---;;-旦=0 Vi 
dXj " dXj 

(2 -14) 

aL" aLd す=一局-hjYj+Pj;;;;;O，ぱ=0 V j 
( 2ー15)

月Ld
EJ=bパ1fYjj)qij-tjj+ 'j一円三0，

aLn 
qii--::;;:"-= 0 V i，j 
q aqjj 

aLo aLd 
77=一円3qro，rsEf=0 Vt 

aLo _ aLd 
~::=-~jqii+ Y.主 0 ， P j ~-:: = 0 V j 
apj ~， ~q '''I-V

' 'Iap; 

( 2 -16) 

(2 -17) 

( 2 -18) 

これらの最適性条件のうち，条件 (2-14)と

条件(2一17)は消費地域についての均衡条件を

与える。条件(2 -14)は，均衡において需要量

が正である限り，各消費地域の市場需要関数が満

たされることを示し('jは均衡における市場価

格と解釈される)，条件 (2-17)は，各消費地

域の需要バランスを表す。また，条件(2 -15) 

と条件(2 -18)は生産地域についての均衡条件

を与える。条件(2 -15)は，均衡において供給
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量が正である限り，各生産地域の限界費用関数が

満たされることを示し(刊は均衡における産地

限界費用と解釈される)，生産地域の生産と移出

に関する不完全競争均衡における最適性条件(2 

-6)に対応する。条件 (2-18)は各生産地域

の供給バランスを表し，条件(2ー 7)に対応す

る。以上は，数量形式の空間均衡モデル一般に当

てはまる最適性条件である。

一方，地域聞の価格についての関係を表す(2 

-16)は，不完全競争空間均衡モデル特有の最適

性条件であり，条件 (2-5)に対応する。

2)不完全競争空間均衡モデル一価格形式一

川口・鈴木[13]，[14]は，まず Ha8himoto[ 6 ] 

の数量形式による Cournot型寡占市場における空

間均衡モデルを価格形式によって再定式化し，次

に産地聞の競争性の程度を表す推測的変動を導入

することによって，以下のような価格形式による

不完全競争空間均衡モデルへ拡張しうることを示

した。ここでは前小節で定式化した数量形式との

対応に視点を据えて，以下の価格形式による最大

化問題を検討する。

max. f ( PD， MC， PR ) 

三 ~jf(νj + Udj) dJxl. -~jf(Xj +世1叫 )dmcj 

十Zzz-fLIFsdprm } 1 + Yij' r'1} -r'l} 

=~j(νzhdz+÷りdn

-~j(同+÷例2 ) 

+上~j ~j"'7主-:;;-P町 2
2 -， -11十九

8.t. Pdj - mcj -trij三ら Vi，j 

糾三0，mcj主0，的主0，

(2 -19) 

(2 -20) 

ら三oVi，j (2-21) 

このモデルは，需要価格と供給価格を原変数，

地域聞の移送量を双対変数とする価格形式による

完全競争空間均衡モデルに対して，供給価格の代

わりに産地限界費用 mりを原変数として採用し，

更に消費地域 1における需要価格pdjと消費地域i

における生産地域1の限界収入mrijとの格差を表

す変数prjjを新たに原変数として加えたものであ

る。最適性条件の点から，数量形式で定式化され



1 )計測モデル

指定消費地域の報告単位(以下，単に指定消費

地域と略す)に従って，全国を14地域に区分し，

国産玉葱の地域別市場需要関数を計測した。計測

期間は，卸売市場の統廃合などデータの利用面を

考慮して， 1978年から1992年までの15年間とした。

また，計測対象都市は農林水産省統計情報部『青

果物卸売市場調査報告jに掲載される l類-3類

の全都市で，都市別年次データをプールし，以下

のような log-linearの関数型を用いて計測した。

Inx=αo+Gllnpd+Zfl+zR+51al+n十JDMj+11 
(3 -1 ) 

但し，x 卸売数量，pd:卸売価格(市場価格)(以

上， r青果物卸売市場調査報告J)，Tj:都市i(i
1 ， 2，…， n) におけるトレンド(1978年を I

とする自然数)， DM，:都市による取扱数量の違
いを表すダミー変数， α。ー α2n • 計測すべきパラ

メータ， μ:誤差項，とする。なお，価格は1990

年基準の総合消費者物価指数(総理府統計局『消

費者物価指数年報J)で実質化した。

この計測モデルにおいては，各都市の人口，総

所得等の趨勢的な変化をトレンド Tjで代表させ，

また都市による取扱数量の違いをダミー変数

DM，で吸収させている。推定に際しては，誤差

項聞の1階の系列相関に対処するため， Prais-

Winsten変換による一般化最小自乗法 (EGLS)

を用いた。
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3 
た (2-10)ー(2 -13)と互いに等価であり，

このことは以下のように示される。

この最大化問題 (2-19)- (2-21)に対す

るLagrange関数をLp，制約条件 (2-20)に対

する Lagrange乗数を勺(三 0) とすると，

Karush-Kuhn-Tuckerの最適性条件は次のように

表される。

aLn 
pdj "".; = 0 Y i ， apdj 
( 2 -22) 

aLo 
一一旦=ν j+~jpdj- 2. j r 三0，
apdj 

w
m
 

o
一

=
っ
“

幻
町
一
同
(

W
吋

aLn 
二三巴=-x一世 mc;+ 2.;τ 三0，amCj 'OJ' J ....J -， 

aLn 
prjj ;~:: = 0 Y i，j 
りapη

2 -24 

aLo ~j 
一一工=ーム;;-prjj + r ji三0
3戸rjj 1 + Yij Y'tJ . 

aLn 
r仔言 U

Y i，j ( 2 -25) 

Lagrange乗数 Tijは均衡における生産地域jか

ら消費地域 tへの移送量と解釈され，条件 (2-

22)は，均衡における市場価格が正である限り，

与えられた市場需要関数が満たされることを示し，

数量形式における最適性条件(2 -14)に対応す

る。また条件(2 -23)は，均衡における産地限

界費用が正である限り，与えられた限界費用関数

が満たされることを示し，数量形式における最適

性条件(2 -15)に対応する。

一方条件(2 -24)は，

aLn も式=-pdj +叫 +prij十戸，

2)計測結果

表 1にみられるように，各推定パラメータとも

理論的符号条件を満たし，表において省略されて

いるトレンド及びダミー変数の推定パラメータを

含めて，t-値は高い統計的有意性を示している。

Durbin-Watson比の値は良好で，誤差項聞に 1階

の系列相聞が存在しないという帰無仮説は有意水

準 5%で棄却されない。また，自由度修正済決定

係数の値も極めて高く，各地域ともこのモデルの

統計的な当てはまりは良好である。

ここで計測された市場需要の価格弾力性の推定

値はー0.2130一一0.0672で，地域により若干の差

がみられるものの，いずれも非弾力的な値を示し

110 

pr，j + bj ( 1 + Y jj ) r ij ;;; 0 ， 
prij [pη+ b， ( 1十円 )rjjl=O Yi，j 

と書けるから， (2 -8) より，均衡においてρrり

が正である限り，prijは消費地域 1の市場価格pd，
と消費地域iにおける生産地域1の限界収入 mr'j

との格差を与えることが確認される。

更に条件(2 -25)は，地域間の価格について

の関係を表し，数量形式における最適性条件(2 

16)に対応する。条件(2 -25)は，

mrij -mcj三ら， r jj ( mrjj -mcj -tij ) = 0 Y i，j 

と書けるから，均衡において移送量 Tij (= q'j) 

が正である限り，限界収入 mrijと産地限界費用

附 1との格差は両地域間の単位輸送費tijに等しく，

その格差がらを下回る場合には移送量 r'jはOと

なる。
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表1 地域別市場需要関数の計測結果
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註

註

註

価格弾力性
α1 

定数項
αo 

北海道

東北

北関東

京浜

新潟

北陸

東山

静岡

中京

京阪神

中国

四国

北九州

九州

ている。価格伸縮的で出回り量のわずかな増減に

よって価格が大きく変動するという不安定な玉葱

の市場構造を傍証する推定結果といえよう。これ

は，全国主要9都市の中央卸売市場について，月

次データを用いて計測された松田・黒河[23]にお

ける推定値一0.1551--0.0428とほぼ整合的な値

であり，本稿における以後の空間均衡分析に十分

耐えうるものといえる。

3)線形近似

市場需要関数の線形近似は佐々木[30]，笠原

[12] ，小林口6]，上路[39]及び伊藤[10]に準拠し，

次のように行う。両対数型の市場需要関数の定数

項を，市場価格と卸売数量の最近3年間 (1990年

-1992年)の平均値を通るようにシフトさせ，こ

の点(平均値)において評価した価格弾力性が計

測値(弾力性推定値)と一致するように線形需要

関数の傾きを決める。つまり，消費地域iにおけ

る市場需要の価格弾力性をれ(<0)，線形近似

後の市場需要関数を，

統計量

Durbin.Watson比
D. W. 

自由度修正済決定係数
R2 adj 

0.9742 1. 9466 

1. 9394 0.9925 

0.9847 2_0251 

0.9879 1.6676 

1.5797 

2.0029 

1. 9665 

1.8045 

1.8222 

2.0941 

0.9618 

0.9889 

0.9868 

0.9809 

0.9893 

0.9911 

0.9874 1.9849 

1. 9491 0.9724 

0.9874 1. 9310 

1. 9367 0.9837 

Xj= ν j+~jpdj ， ~j<O 

とすると，

7J j = d lnxj / d ln pdj 

= ( pdj / Xj ) ( dxj / d pdj ) 

=(pdj/Xj)~j 

であるから，

~j= 7J j(Xj/Pdj) (3 - 2) 

11 j = [ 1 -( ~ j / Xj ) Pdj] Xj = ( 1 -7J j ) Xj 
(3 -3) 

となる。但し実際の計測では， ( 3 -2 )， ( 3 -3 ) 

における Xj，pdjの値として最近 3年間のサンプ

ル平均値を用いる。

4 地域別供給関数・限界費用関数の計測

1)計測モデル

表 2に示されるように，全国を自然条件，玉葱

の生産条件等を考慮に入れて12の生産地域に区分

し，まず地域別の供給関数を計測した。なお， 12 

生産地域のうち，北海道Aと北海道Bについては，

モデルのパフォーマンスの点から，同一地域(北

111 
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海道)として推定を行った。また，生産量がこく

微少な沖縄県については，本稿の生産地域から除

外したo

関数型は，以下のような log-IinearのNerlove

型配分時差モデルに特定化し，計測期聞は市場活:

要関数の計測l期間との整合性を考慮して， 1978年

産から1992年産までの15年間とした。

表2 生産地域の都道府県構成

生産地域

北海道A

北海道B

都道府県J再成

日高・十勝・事11路・根室・網走・宗谷支庁管内

石狩・空知 .1免吉、・渡島・桧山・胆振・上川・
留萌支庁管内

青森県，岩手県，宮城県，秋田県，山形県，福島県

茨城県，栃木県，群馬県

均玉県，千葉県，東京都.神奈川県

新潟県，富山県，石川県，福井県，山梨県，長野県

岐阜県，静岡県，愛知県，三重県

滋賀県，京都府，大阪府，兵庫県，奈良県，

和歌山県

鳥取県，島根県，岡山県，広島県，山口県

徳島県，香川県，愛媛県，高知県

福岡県，佐賀県，長崎県

熊本県，大分県，宮崎県，鹿児島県

東北

北関東

南関東

北陸・東山

東海

近畿

中国

四国

北九州

南九州

註)沖縄県は除く。

lnYt =ωso +剖 sjlnPStー1+(1ーω)lnYt-l 

+yEFl+yDPJ+μ( 4ー 1) 

但し， Yt: t期の出荷量(農林水産省統計情報部『野

菜生産出荷統計J)，PSt: t期の産地価格(供給価

格)(r青果物卸売市場調査報告J)， ω:調整係数
(ωε[ 0， 1])， DPj:都道府県(北海道は主要

産地市町)による出荷量の違いを表すダミー変数

(j = 1，…， m-1 ， mは生産地域の構成都道府

県数(但し北海道については構成主要産地市町

数))， sO-sn:計測すべきパラメータ， μ:誤差

項，とする。なお，価格は1990年基準の総合消費

者物価指数(r消費者物価指数年報J)で実質化した。

2 )計測結果

( 4 -1 )によるパラメータの推定結果を表3

に掲げる。北海道と近畿については普通最小自乗

法 (OLS)によって，その他の生産地域につい

ては，誤差項間のI階の系列相関に対処するため

EGLSによって計測を行った。東北については

Durbinのh統計量の値から，誤差項聞に系列相

関がないという仮説は有意水準 1%で棄却される

推定法

表3 地域別供給関数の計測結果

生産地域
推定パラメータ

短期価格 前年産出荷量 定数項
弾力性:slω 弾力性 1ー ω 戸。ω

調整係数 長期価格
ω 弾力性sl

統計量

自由度修正済 Durbinの
決定係数R2adj. h統計量
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不完全競争下における玉葱市場の地域閥均衡分析

ものの，自由度修正済決定係数の値から，このモ

デルの統計的な当てはまりは各地域とも極めて良

好であるといえる。短期価格弾力性及び前年産出

荷量に対する弾力性を表すパラメータの推定値は，

いずれも理論的符号条件を満たし，概ね統計的に

高い有意性を示している O 短期価格弾力性の推定

値は0.0192-0.3123で，野菜一般にみられる短期

的な価格変動に対して非弾力的な供給構造を裏付

けるものである。しかも，短期的な価格変動に対

する供給者の反応の速さを表す調整係数の推定値

が0.0603-0.3565とかなり小さいことから，当期

の期待価格の形成には長期的な過去の供給価格が

影響し，供給者は短期的な価格変動にはあまり敏

感に反応せず，むしろ前年の出荷量を維持しよう

とする傾向を読みとることができる。その中でも，

北海道の短期価格弾力性については，推定値が

0.0192と極端に非弾力的で，しかも標準誤差が大

きく推定値が不安定であるので今後検討を要する。

3)限界費用関数の導出

出荷段階の地域別限界費用関数を直接推定する

ことは困難であるため，以下のような方法により

間接的に供給の限界費用弾力性を推計することと

した。

生産地域1の産地限界費用(出荷段階の限界費

用)と産地市場における限界収入との均等関係よ

り，生産地域1の産地限界費用は，

mcj=mち=d(舛qjj)ldqjj=叫+似d舛/叫)

=舛[1+(巧/舛)(d舛1dx) (qjj 1巧)(ゐjldqjj)J

=舛(1 + 8jjl'lj) 
=内(1 + 8jj 1 '1j) 

と表すことができる。但し，p.ろは生産地域jの供

給価格である。また，

θjj = (qjjl巧)(向/偽if)
は，生産地域jの産地市場における市場感応弾性

( conjectural elasticity )であり，産地市場への自

己の供給量の 1%の増加が，産地市場に対する全

供給量を何%変化させるか，についての生産地域

jの推測を表す。

市場需要関数がlog-Iinearであることより，'1 j 

は計測期闘を通じて一定と仮定されている。ここ

で更に，産地市場における市場感応弾性8jjが計

測期闘を通じて一定であると仮定すると， Cを定

113 

数として，

mの=CPSj 
と置くことができる。よって，

dln巧1d In mcj = (mcjl汚)(吻Idmcj)=(内初)(働Id内)
=dln巧IdInpち

となるから，供給の限界費用弾力性は，供給の価

格弾力性に等しくなる。

なお，線形近似の際に用いる産地限界費用のサ

ンプルとしては，農林水産省統計情報部『青果物

集出荷経費調査報告Jにおける「集出荷から市場
で卸売りされるまでに要する経費Jから「出荷運
送料」を差し引いた値を採用することとした(註

8 )。

4)線形近似

供給関数及び限界費用関数の線形近似は，市場

需要関数の場合と同様に，以下のように行う。両

対数型の供給関数の定数項を，供給価格または産

地限界費用と総出荷数量の最近3年間(1990年一

1992年)の平均値を通るようにシフトさせ，この

平均値において評価した価格弾力性が，計測値と

一致するように傾きを決定する。つまり，生産地

域jにおける供給の価格弾力性を O'j(>O)，線

形近似後の供給関数，限界費用関数をそれぞれ，

Yj=Kj+Ajρ宅i' Aj > 0 
Yj = Xj +砂jmCj，叱>0
とすると，

Kj=Xj=( l-O'j)Yj 

Aj = O'j (yjl戸ち)。j= O'j (yjlmの)
と表される。但し実際の計測においては，Yj， P巧，

mCjの値として最近3年間のサンプル平均値を用

いる。

5 地域間輸送費の推計

生産地域から指定消費地域までの単位輸送費ら

は以下のような方法によって推計した(註9)。

まず，各都道府県における生産の中心地及び、各

指定消費地域における中心都市をそれぞれ基点と

し，都道府県内の他の生産地点から基点までの平

均輸送距離を20km(北海道A.Bは30km)とした。

但し，各都府県における生産の中心地が明確でな

い場合には，便宜上都府県庁所在地を中心地とし
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て取り扱った。そして，都道府県内平均輸送距離

に基点聞の距離を加えたものを都道府県から指定

消費地域までの輸送距離とした。

次に，輸送手段については14t車による外注ト

ラック輸送を想定し，また北海道と都府県との聞

の輸送には途中フェリーによる海上輸送を勘案し

た。陸上輸送については，各都道府県を管轄する

運輸局の『距離制運賃率表1.海上輸送について

はフェリー各社の料金表による全長llmX全幅

2.5m未満のシャーシの往復輸送料金に従って基

準単位輸送費を計算し，この75%を実勢単位輸送

費として採用した。そして，ここで計算された都

道府県から指定消費地域までの実勢単位輸送費を，

生産地域内の各都道府県の出荷量をウェイトとし

て加重平均したもの(表4)を生産地域から指定

消費地域までの実勢単位輸送費として以後の分析

に用いる。

6 空間均衡モデルの計測

1 )線形相補性問題

線形の市場需要関数，限界費用関数(あるいは

供給関数)を前提とした空間均衡モデルは，通常，

2次計画問題として定式化され， llakayarna and 

Judge [36]をはじめ，その後の実証分析において

も，解法として WoJfe[41]の改訂シンプレックス

法(revised simplex method )が適用されてきた。

しかし，空間均衡モデルはその発展過程において，

多財空間均衡モデルにおける積分可能性の問題

(註10)を回避するために 2次計画問題より一

般的な数理計画問題である相補性問題

( complementarity problem )とレて定式化され

るようになった(註11)。

相補性問題そのものは最適化問題ではないが，

例えば 2次計画問題における K紅ush-Kuhn-

lluckerの最適性条件は線形相補性問題として表

現可能であるため，本稿の不完全競争空間均衡モ

デルは線形相補性問題の解法を用いて解くことが

できる。よって本稿では，空間均衡モデルをより

一般的な線形相補性問題に置き換え， Lernke法

( Lernke [20] )を用いて均衡解を求める。

線形相補性問題とは，nX n行列M とn次元

列ベクトルSが与えられたとき，

y = Mx + s， lx = 0， y言。，x言。 (6-1 ) 

を満たすn次元列ベクトルx，yを見つける問題

である。なお Tは行列，ベクトルの転置

( transpose )を表す。

ここで，cを

cT = (ν1， ...， νm' -Xl，...，-X.， 0，...， 0) 

なる m+n+mn次元列ベクトル，Cを

~1 ，...， ~m ， 一世 1 ， ...，一九， ~ 1/ ( 1 + 711 )，...， 
~ 1 / ( 1+ 71.)，...， ~ m/ (1 + 7 ml )，...，ら/(1+7酬)
を対角成分とする(m+n+mn)X{m+n+

mn)対角行列.Aを

E
l 一[-[ 0 ...... 0 

A= 

O 

E2 - [ 0 -[ 

Em一[ 0 . . . . ..0 -[ 

なる mnX (m + n + mn)行列(但し， Es，i= 
1，...， mは第i列の成分が全て 1で他の成分が

全て Oなる nX m行列， [はn次元単位行列， 0

はnXn零行列)，更に bを

bT = ( t11ぃ・・ ，tlm . . .， tmlo . . .， tmn) 

なる mn次元列ベクトルとすると，不完全競争空

間均衡モデル (2-19)ー(2 -21)は，

臨ん+÷ル
。，uau 

s.t. Ax三b，x~O 

という 2次計画問題として表すことができる。そ

して (6-2)は，目的関数が凹のとき，すなわ

ち行列Gが半負定値(任意のm+n+mn次元

列べクトルxに対してxTCx壬0，あるいはGの

固有値が全て非正)のとき， Karush-Kuhn-llucker 

の最適性条件

c+Gx-ATv壬0，xT(c+Gx-ATv)=O， xき0，

Ax-b三0，vT(Ax-b)=O，住 o (6 -3) 

を満足するベクトルの組 (x，v)を求める問題と

等価となる。ここで，新たに mn次元変数列ベク

トルwとm+n+mn次元変数列ベクトルzを

導入し， (6 -3)を書き換えると次の線形相補

性問題 (6-4)が得られる。

(札i-GAML+(-cliwlTiz
zl ¥-A 0ハvl'¥bl'¥zl ¥v 

(:)~( ~)， (: )~( ~) )~( ~ )， ( ~ )~( ~ ) ( 6 -4 ) 
z J-¥ 0 J' ¥ v /-¥ 0 J 
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表4 生産地域から指定消費地域までの単位輸送費 (単位:円/kg)

指定消費地域

(中心都市)
生産地域

北海道 東北 北関東 京浜 新潟 北陵 東山 静岡 中京 京阪神 中国 四国 北九州 九州

(札幌市) (仙台市) (宇都宮市) (東京都区部) (新潟市) (金沢市) (長野市) (静岡市) (名古屋市) (大阪市) (広島市) (松山市) (福岡市) (熊本市)

北海道A 5.12 15.63 19.34 20.89 12.25 14.96 14.46 23.20 22.95 17.10 19.60 20.10 22.10 23.10 

」別漉唱τ同判俳オシ北海道B 2.66 13.07 16.63 18.33 9.74 12.45 12.05 20.69 20.39 14.59 17.10 17.60 19.60 21.10 

東北 11.45 2.55 4.90 6.52 4.88 8.15 6.99 8.59 9.65 11.09 14.52 14.98 16.97 18.13 
ー(. 

北関東 14.74 4.87 1.64 3.10 5.25 7.28 4.17 5.39 7.09 9.21 12.81 13.22 15.43 16.45 o¥" 
」←

ドー
合唱

ド~ 南関東 16.96 6.49 3.50 2.25 6.07 7.58 4.58 4.46 6.29 8.37 12.16 12.48 15.04 16.08 

号車回b宙H 世
、J、

北陸・東山 11.40 6.45 4.75 4.70 3.60 4.95 2.26 5.24 5.39 7.21 10.93 11.39 13.90 15.10 

東海 20.37 10.10 7.05 5.74 7.67 5.33 5.23 3.42 2.39 4.66 8.46 8.97 11.27 12.31 Eう
占草

近畿 14.15 11.88 10.32 9.28 9.28 5.98 8.11 7.09 4.96 2.69 5.52 4.81 8.51 9.56 
主主

中国 15.91 13.92 12.54 11.60 11.25 8.17 10.11 9.37 7.36 5.58 2.96 5.96 4.82 6.05 

四国 15.52 13.73 11.94 11.25 11.25 7.79 9.77 8.75 6.97 4.89 4.83 2.57 7.43 8.57 

北九州 19.95 18.32 16.76 15.72 15.72 12.61 14.16 13.65 11.57 9.49 5.44 9.49 2.66 2.92 

南九州 20.38 18.83 17.02 16.23 16.23 12.62 14.67 13.66 11.65 9.50 5.83 9.99 3.45 2.62 

(資料)北海道，東北，新渇，関東，中部，近畿，中国，四国，九州各運輸局『距離制運賃率表J.及びフェリー各社の料金表の基準運賃率に0.75を乗じて算出した都道府県から指定消
費地域までの実勢単位輸送費を，生産地域内の各都道府県の出荷量をウェイトとして加重平均した。
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ここで， (6 -4)のm+n+2mn次元変数列

ベクトル(XT，VT)T， (ωT，ZT) Tが (6-1 )の変

数列ベクトルム yにそれぞれ対応する。

2)現状の推測的変動を考慮に入れた均衡解

現状の産地聞の競争性をモデルに組み込むため

に，まず不完全競争空間均衡モデル(2ー19)-

( 2 -21)における推測的変動Yijの現状値を推

計し，また同時に，Yijの推計値の妥当性を裏付

ける目的で市場感応弾性内 (ε[0，1])を推

計した。 Yij及び 8ijはそれぞれ次式により算出さ

れる(註12)。

mCj+tjj-pd，"i Xj 
y，，=マs 一一一 1

pdj qjj 
(6 -5) 

m吟+ら-pdj。=7! j pdj (6 -6) 

ここで， TJ'tらには本稿における推定値が，また

pdj， mcj' Xj， qijには1990年一1992年のサンプル

平均値がそれぞれ用いられる。

( 6 -5)， (6 -6 )による推計結果をそれぞ

れ表 5，表6に掲げる。市場感応弾性向の推計

値は0.0070ー0.1449で，これは個別卸売市場の月

次データによって， 7!j， mcj'らに推定値を，pdj，Xj， 

qijに1992年の実際値を用いて推定された松田・

黒河[23]における市場感応弾性とほぼ似通った値

である。従って， 8jjの推計値に非確率変数を加

減乗除した値である推測的変動Yりの推計値も，

分析に用いる値として妥当なものであると考えら

れる。

次に，推計された九の値を不完全競争空間均

衡モデル (2-19)- (2-21)に代入する(註

13)と，表7に示されるような均衡解が得られるo

表示桁(小数第2位)の範囲内では現状値との格

差は(現状値の明らかな)全ての変数について O

となり，このモデルの理論整合性及び現実妥当性

が確認されるo換言すれば，このそデルは現状の

地域間の静学的な移送関係をほぼ100%反映した

空間均衡モデルであり，実在分析及びシミュレー

ション分析において十分な説明力を有するといえ

る。

7 圏内産地聞の競争状態が輸入量に及ぼす影響

我が国の玉葱は，国産の周年供給がほぼ達成さ
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れているものの，従来より輸入量の最も多い生鮮

野菜の 1つで‘ある。 3-4月の端境期，すなわち

貯蔵玉葱と早生玉葱との切り換え時期等に不足気

昧になりやすいこと，比較的長距離の輸送に耐え，

輸入による減耗のリスクが少ないこと，また植物

検疫制度上，病害虫等による輸入禁止地域がない

こと，等がその主な理由である。一方，玉葱はそ

の生産が少数の産地に集中し，しかも生鮮野菜の

中では比較的長期間の保存が可能で投機性を帯び

ているため，産地が寡占力あるいは独占力を発揮

して市場価格を高騰させる可能性を潜在的に有し

ている。ここでは，玉葱の輸入量の変化に対し，

圏内産地聞の競争状態が如何なる影響を及ぼすか

について，不完全競争空間均衡モデルによるシ

ミュレーション分析を試みる。

まず，競争性と均衡解との関係を詳しくみるた

めに，現状の限界費用関数及び市場シェアの下で，

市場感応弾性向を全てのふ jについて一律に変

化させるというシミュレーションを行った。 8ij

の変化に伴って，均衡解における需要量及び市場

価格がどのように変化するかを示したのが表8で

ある。 8ijの変化に対して，各指定消費地域の需

要量と市場価格はいずれも単調に変化する。すな

わち，完全競争(内=0)から完全協調 (8ij 

= 1)へと競争性をパラメトリックに変化させる

ことにより，競争性を漸次低下させ市場の寡占の

程度を高めるにつれて，総需要量は107万2，320t 

から55万260tへと約 1/2に減少し，また平均価

格は36.15円/kgから339.91円/kgへと10倍弱の水

準に上昇している。

一方，表9には輸入量を被説明変数，国産価格

を説明変数とする単純回帰式の計測結果が掲げら

れている。輸入量は，国産価格の他にも様々な要

因が作用して決まると考えられるが，ここでは単

純に各指定消費地域における輸入量と国産価格と

の相関の有無をみるために，以下のような関数型

により計測を行った。なお，パラメータは誤差項

聞の系列相関に対処するため EGLSによって推

定した。

qI=~O+~lPd+ μ 

但しそれぞれ， qI:外国産玉葱の輸入量，pd:国

産玉葱の市場価格(以上， r青果物卸売市場調査
報告J)，'0' '1 :推定すべきパラメータ，μ:誤差



表5 現状の推測的変動の推計値

指定消費地域
生産地域

北海道 東北 北関東 京浜 新潟 北陸 東山 静岡 中京 京阪神 中国 四国 北九州 九州

北海道A -0.7710 -0.7070 ー0.8382 -0.6819 ー0.8072 -0.8707 0.7157 -0.8047 0.8036 -0.4867 ー0.7660 -0.4573 0.3931 -0.4866 

北海道B ー0.8069 0.7520 -0.8644 -0.7318 0.8368 -0.8900 -0.7608 0.8372 -0.8372 0.5591 ー0.8034 0.5486 0.4895 0.5682 

対討事ゆで司世
東北 2.5115 28.5900 

北関東 0.1192 -0.6756 3.7259 671.1922 Ti 
tt 

南関東 6.5406 12.9643 5.7950 61.4048 
」←
む‘

ドー

担ヨ毒b割事H ト

ト~

、J 北陸・東山 34.3146 18.1961 5.5886 0.2061 3.5376 0.4321 31. 5963 54.1258 

東海 -0.4245 0.2873 0.4870 0.1479 -0.4499 0.6890 -0.5103 -0.6932 -0.7353 0.8870 62.2131 674.6992 499.2349 Eう
占主

近畿 -0.5682 0.5709 0.4415 -0.3409 -0.6727 -0.8046 0.5113 -0.3970 0.5509 -0.8957 0.9131 0.7380 1.3845 3.9502 主主
一と"皿

中国 159.6180 32.8313 149.1974 1.5199 -0.8040 107.4932 0.5422 42さと訟5 じ

四国 8.1069 6.6709 0.1870 0.1407 3.5029 0.3767 0.8879 -0.5470 10.2562 0.3885 0.0202 0.9182 ー0.5796 0.9060 

北九州 0.2238 4.0683 1. 5650 0.2076 ー0.4687 2.5106 45.6027 0.2618 21.4323 1.3021 0.5767 17.8382 0.6156 0.6575 

南九州 481. 9901 320.8061 312.7745 18.7198 0.2447 

註)ーは出荷量がOであるため推測的変動が無限大に発散し，推言fが不可能であることを示す。



現状の市場感応弾性の推計値表6

指定消費地域
生産地域

九州北九州四国中国京阪神中京静岡東山北陸新潟京浜北関東東北北海道

0.1003 0.0937 0.0790 0.0686 0.0626 0.0550 0.0533 0.0738 0.0391 0.0570 0.0851 0.0480 0.0839 0.0867 北海道A

斗
げ
新
出
削
U
庁
特
溺
尚
叫
酔
刷
隅

0.0924 0.0879 0.0733 0.0644 0.0596 0.0509 0.0497 0.0692 0.0371 0.0539 0.0799 0.0448 0.0791 0.0816 北海道B

0.1095 0.1019 0.0872 0.0746 0.0678 0.0746 0.0725 0.0842 0.0434 0.0645 0.1122 0.0663 0.1070 0.0711 東北

0.1155 0.1068 0.0927 0.0785 0.0708 0.0800 0.0781 0.0902 0.0447 0.0649 0.1207 0.0718 0.1037 0.0658 北関東

0.1161 0.1073 0.0939 0.0793 0.0716 0.0810 0.0792 0.0892 0.0443 0.0636 0.1221 0.0689 0.1001 0.0610 南関東

0.1186 0.1099 0.0964 0.0813 0.0729 0.0825 0.0780 0.0932 0.0464 0.0667 0.1169 0.0672 0.1002 0.0720 北陸・東山

回

目

∞

滞日
N

締

0.0930 0.0875 0.0735 0.0645 0.0612 0.0667 0.0624 0.0662 0.0359 0.0456 0.0884 0.0462 0.0679 0.0294 東海

0.1057 0.0984 0.0876 0.0729 0.0660 0.0658 0.0600 0.0648 0.0371 0.0461 0.0853 0.0445 0.0684 0.0458 近畿

0.0680 0.0664 0.0446 0.0474 0.0417 0.0322 0.0308 0.0303 0.0208 0.0209 0.0429 0.0163 0.0289 O.ω70 中国

0.0611 0.0601 0.0520 0.0441 0.0424 0.0326 0.0315 0.0306 0.0211 0.0208 0.0434 0.0169 0.0291 0.0075 四国

0.1441 0.1298 0.0950 0.0863 0.0673 0.0680 0.0620 0.0680 0.0381 0.0480 0.0884 0.0466 0.0714 0.0500 北九州

0.1449 

註)太字は最大値及び最小値を示す。

0.1280 0.0939 0.0856 0.0673 0.0678 0.0620 0.0671 0.0381 0.0474 0.0873 0.0462 0.0704 0.0491 南九州



表7 現状の推測的変動を考慮に入れた均衡解 (単位:1，000 t，円Ikg)

指定消費地域
生産地域 供給量計

北海道 東北 北関東 京浜 新潟 北陸 東山 静岡 中京 京阪神 中国 四国 北九州 九州

北海道A 21.69 16.05 11.55 89.18 2.93 6.89 9.85 5.89 25.81 18.63 12.91 3.57 6.17 12.00 243.13 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

北海道B 24.22 17.86 12.85 99.37 3.27 7.68 10.99 6.58 28.82 20.67 14.43 3.98 6.89 13.14 270.74 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

東北 1.71 1.26 2.97 
(0.00) (0.00) (0.00) 

北関東 6.59 8.61 8.52 23.72 

草てう除オ対
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

南関東 0.74 0.19 5.99 0.05 6.98 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

北陸・東山 0.16 0.14 5.92 0.55 0.23 6.23 0.23 0.20 13.66 ーTi
(0.00) (0.00) (0.∞) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.∞) (0.00) b'r 

東海 2.92 2.95 1.21 25.70 0.82 2.63 5.13 4.39 23.22 4.96 0.04 0.01 73.99 
、4戸

ー (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 
合唱

ドー

司まbB湖宙H 
Yコ 近畿 6.07 8.93 3.10 43.15 1.40 4.32 5.03 2.15 13.50 96.67 1.68 1.24 1.65 1. 31 190.21 

(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

中国 0.01 0.42 0.02 2.53 10.66 0.01 5.80 19.45 s 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 占草

四国 0.05 0.21 0.56 16.85 0.05 0.77 0.62 1.50 0.27 4.67 1.90 15.60 5.72 1.97 50.73 主主

(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 
一と司m" 

.m: 
北九州 2.34 0.79 0.71 37.20 0.90 0.25 0.06 1.06 0.28 4.47 2.41 0.12 13.51 25.85 89.92 

さEと事じ芦(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

南九州 0.01 0.02 0.03 0.26 7.15 7.47 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

需要量計 57.30 56.00 38.92 333.57 9.92 22.77 37.95 21.56 92.18 152.84 44.03 24.53 40.01 61.41 992.98 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

市場価格 68.21 77.19 72.84 80.75 76.39 82.58 76.23 79.20 75.46 89.97 80.08 74.34 82.73 80.58 
(0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) (0.00) 

註 1)下段括弧内数値は現状値(1990年産-1992年産平均)との格差を表す。

註 2)地域間移送量の空欄は. 0または単位に満たないことを表す。

註 3)分析対象は「指定消費地域」への出荷量であり.rその他の地域Jへの出荷量は除外されている。
註4)それぞれの数値は四捨五入を施されているため，地域間移送量の内訳と合計とは一致Lない場合がある。



(単位 :1，000t，円/kg}競争性を変化させた場合の均衡解における需要量と市場価格表8
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北九州

44.35 
35.10 

44.37 
34.99 

44.38 
34.84 

43.55 
43.92 

42.86 
51.47 

41.87 
62.37 

40.14 
81.38 

37.21 
113.51 

34.57 
142.42 

32.16 
168.90 

30.06 
191.86 

28.23 
211. 97 

26.61 
229.76 

25.16 
245.60 

23.87 
259.80 

22.70 
272.62 

四国

26.69 
35.62 

26.69 
35.69 

26.67 
36.01 

26.28 
43.06 

25.81 
51.55 

25.14 
63.51 

24.03 
83.26 

22.25 
115.24 

20.67 
143.50 

19.23 
169.25 

17.99 
191.49 

16.鈎
210.97 

15.94 
228.18 

15.08 
243.52 

14.31 
257.28 

13.62 
269.70 

中国

47.14 
37.89 

47.13 
38.10 

47.02 
39.54 

46.51 
46.44 

45.76 
56.60 

44.67 
71.40 

42.80 
96.74 

39.71 

138.61 

36.91 
176.58 

34.30 
212.05 

32.03 
242.78 

30.05 
269.67 

28.30 
293.42 

26.74 
314.54 

25.34 
333.46 

24.09 
350.50 

京阪神

162.63 
35.38 

162.59 
35.56 

162.36 
36.88 

160.81 
45.51 

158.48 
58.53 

154.81 
78.98 

148.12 
116.30 

136.51 
181.05 

126.42 
237.37 

117.52 
287.04 

109.79 
330.13 

103.03 
367.88 

97.05 
401.23 

91. 73 
430.92 

86.96 
457.52 

82.66 
481. 49 

中京

97.99 
37.65 

97.96 
37.87 

97.72 
39.40 

96.45 
47.68 

95.04 
56.84 

92.90 
70.81 

89.09 
95.54 

82.70 
137.15 

76.87 
175.04 

71.44 
210.39 

66.73 
241.05 

62.60 
267.90 

58.96 
291.61 

55.71 
312.71 

52.81 
331.61 

50.19 
348.63 

静岡

22.斜
38.69 

22.83 
39.12 

22.75 
41.56 

22.49 
49.67 

22.16 
60.26 

21.65 
76.40 

20.75 
105.02 

19.23 
153.32 

17.85 
196.80 

16.59 
236.86 

15.50 
271. 58 

14.54 
301.99 

13.69 
328.85 

12.94 
352.74 

12.26 
374.14 

11.66 
393.42 

東山

40.83 
32.74 

40.81 
33.09 

40.66 
35.28 

40. 16 
42.90 

39.60 
51.38 

38.72 
64.58 

37.15 
88.29 

34.48 
128.60 

32.05 
165.30 

29.78 
199.45 

27.82 
229.07 

26.10 
255.02 

24.58 
277.94 

23.23 
298.33 

22.02 
316.60 

20.93 
333.05 

北陸

23.68 
33.24 

23.67 
33.63 

23.62 
36.61 

23.37 
49.86 

23.03 
68.44 

22.49 
97.41 

21.52 
149.84 

19.86 
239.67 

18.40 
318.47 

17.09 
389.08 

15.95 
450.28 

14.96 
503.85 

14.09 
551.15 

13.31 
593.20 

12.61 
630.85 

11. 98 
664.74 

新潟

10.50 
30.54 

10.49 
30.85 

10.46 
33.22 

10.32 
44.56 

10.17 
56.45 

9.94 
74.67 

9.52 
107.36 

8.82 
162.97 

8.19 
212.85 

7.61 
258.62 

7.10 
298.31 

6.66 
333.07 

6.27 
363.76 

5.93 
391.06 

5.62 
415.50 

5.34 
437.51 

京浜

362.81 
39.18 

362.65 
39.40 

361.37 
41.22 

357.25 
47.09 

352.06 
54.46 

344.24 
65.57 

330.52 
85.07 

307.56 
117.71 

286.30 
147.94 

266.13 
176.61 

248.64 
201.47 

233.32 
223.25 

219.78 
242.50 

207.73 
259.63 

196.93 
274.98 

187.20 
288.80 

北関東

40.86 
37.48 

40.84 
37.78 

40.76 
39.40 

40.38 
46.20 

39.82 
56.33 

38.93 
72.48 

37.33 
101.73 

34.59 
151.49 

32.12 
196.38 

29.84 
237.84 

27.86 
273.80 

26.13 
305.27 

24.60 
333.06 

23.24 
357.78 

22.02 
379.90 

20.92 
399.82 

東北

60.84 
33.92 

ω.81 
34.16 

凪 59
36.15 

59.78 
43.38 

58.91 
51.21 

57.61 
62.76 

55.32 
83.25 

51.47 
117.67 

47.91 
149.55 

44.52 
179.81 

41. 59 
206.06 

39.02 
229.05 

36.75 
249.36 

34.72 
267.44 

32.91 
283.62 

31.28 
298.21 

北海道

62.40 
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62.37 
23.68 

62.17 
25.48 

61.35 
32.67 

60.19 
42.82 

58.70 
55.93 

56.39 
76.17 

52.63 
109.18 

49.06 
140.45 

45.58 
171. 01 

42.56 
197.50 

39.91 
220.70 

37.58 
241.18 
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259.39 

33.65 
275.70 

31. 97 
290.38 
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註1)上段数値(太字)は需要量，下段数値は市場価格を表す。

註 2}それぞれの数値は四捨五入を施されているため，総需要量及ぴ平均価格は内訳と一致しない場合がある。

1.0000 
(完全協調)



不完全競争下における玉葱市場の地域間均衡分析

表9 輸入量・国産価格相関式の計測結果 (単位 t，円/kg)

指定消費地域
推定パラメータ 統計量

国産C価1格 定数ro項 自由度修正済決定係数 Durbin. Watson比
R2 adj D. W 

北海道 13.672事場* -522.01 。.5496 2.0991 
(3.920 (-1.572) 

東北 33.419本市傘
ー11.293.6) 0.4823 2.0368 

(8.745 (-1.480 
北関東 9.2且40事事牢 ー349.2)5 o 6077 1.9700 

(4.433) (一1.660
京浜 208.21 *事事 ー50，220.0) 0.5052 1. 9329 

(3.950 (一 .977
新潟 4.8337*ホ 一126.43 0.2784 1. 9694 

(2.517) (-0.629 
北陸 12.971*** -297.91 0.7269 1.8796 

(4.903) (-0.766) 
東山 24.184 * * * 1.100.7* 0.5437 2.0028 

(4.238) (-2.007) 
静岡 6.9827 *ホ -228.24 0.4234 1.8827 

(3.005) (-0.949) 
中京 98.846* * * -3.2827.0 ) 0.4942 1.8687 

(3.266) ( -1.07 
京阪神 81.829* * * -685.62 0.6732 1.8605 

(4.066) (-0.237) 
中国 36.312*本* 779.72 。.6275 1. 8575 

(4.883) (-1.032) 
四国 25.825*ホ 一75.602 。.3430 2.0215 

(2.957 (-0.095 
北九州 42.002*ホ* -484850 ) 0.6049 1.8063 

(4.115 ( -0.42 
九州 49.078*ホ* -277.92 0.6789 2.0758 

(4.232 (-0.176 

(資料)農林水産省統計情報部『青果物卸売市場調査報告1.総理府統計局 I消費者物価指数年報』。
註 1)括弧内数値はt値。

註2)価格は総合消費者物価指数(1990年基準)で実質化。
註3)本*事'事傘*はそれぞれ，有意水準 1%， 5 %， 10%でOと有意差があることを示す。

項，である。計測期間は1978年から1992年までの

15年間で，価格は1990年基準の総合消費者物価指

数(r消費者物価指数年報J)で実質化した。
計測結果をみると，単純回帰モデルであるため，

自由度修正済決定係数の値が十分に高いとはいえ

ない地域もあるが，いずれの地域においても国産

価格のパラメータLは正で，そのt-値は統計的
に十分有意な値を示している。このことから，各

指定消費地域について，輸入量は国産価格と正の

相闘があり，国産玉葱の市場価格が上昇するにつ

れて外国産玉葱の輸入量が増加するという市場構

造が示唆される。国産価格が高ければ輸入野菜が

増えるという通念を支持する計測結果であり，ま

た，市場需要の大きな比重を占める量販屈が，輸

入野菜を仕入れる最大の理由として国産野菜の暴

騰を挙げている事実を裏付けるものである。

以上より，園内の生産地域聞の競争性が低下し

寡占の程度が高まるにつれて国産玉葱の市場価格

が上昇し，それに伴って輸入玉葱が増加するとい

う関係を読みとることができる。
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8 分析結果の含意ー結びにかえてー

玉葱は生鮮野菜の中では比較的長期間の貯蔵が

可能であるため，投機の対象となりやすい。しか

し，市場価格の上昇を見込んで生産・出荷を調整

する投機的行動は，産地を price-takerから希離

させ，産地問の競争性を低下させる結果，市場価

格の高騰を招き輸入を増加させてしまう。玉葱と

同様に圏内生産が少数の産地に集中し，かっその

生産・流通が投機的性格を帯びた野菜の中には，

にんにくや生萎等，近年の輸入の攻勢によって国

内産地の存続すら危慎されている品目もあるので

ある。

玉葱は，我が国の食生活における重要野菜であ

ること，産地の集中が進んでいること，及び貯蔵

性をもつこと，等の理由から，従来より行政機関

による価格安定化への取り組みが行われ，現在，

重要野菜需給調整特別事業を中心に価格安定化の

事業体制が最も整備されている野菜の 1つである o

表 6にみられたように，玉葱の市場感応弾性はい

ずれも完全協調(独占)を表す 1よりは，完全競
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争を表すOに相対的に近く，その市場は，完全競

争とはいえないまでも，かなり高い競争性を有し

ていることが窺われる。そして，玉懇は早くから

輸入が自由化されているにもかかわらず，過去30

年間において輸入玉葱が市場の数量シェアで10%

を超えたのは，国産玉葱が極端に不作であった

1981年のみであるという事実に，このような国内

産地聞の競争性の高さの一端が反映されていると

みることができ，更に敷街して，価格安定化事業

の整備等による投機的性格の抑制が，産地聞の競

争性を高い水準に維持することに対して正の効果

を及ぼしていることが推察される。

従って，特に圏内生産が少数の産地に集中して

いる品目において野菜の輸入が急増している折，

国産野菜の市場シェアを確保し，国内野菜生産を

持続させていくためには，価格安定化事業の整備

等，制度的な支援をも含めて，市場における国内

産地聞の競争性を高い水準に維持することが重要

なポイントの1つであるといえよう。
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(註 1)永田[25]， pp. 18-19。
(註2)Enke [3]は，空間的に離れた市場開における

同質財(homogeneous good )の移動を電気回路上の

電子の流れに準え，均衡価格と均衡数量をそれぞれ電

圧計と電流計を用いて測定する方法を示している。

(註3)鈴木・小林[34]は，非線形連立方程式体系とし

て生乳市場の地域閥均衡問題を定式化し， Gauss-

Seidel法によって完全競争均衡解を求めている。この

方法は，需要・供給関数を非線形で定式化できるため，

線形の需要・供給関数を前提とした 2次計画法に比し

て，需給の現状をより正確に反映させることができ，

更に変数，制約条件が増えると単体表が幾何級数的に
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膨張する 2次計画法に比べて，計算機の記憶容量を必

要としないため，変数，制約条件の多い大規模問題を

扱う場合に，特に有効であるという利点を有する反面，

最適移送ルートの決定が内生化されていないという問

題点を抱えている。

(註4) Samuelson [28]が極大化問題として定式化し，

Takayama and Judge [35]， [36)が2次計画問題として

再定式化したので， Harker [4]はこのように呼んでい

る(Harker [4 )， p. 63)。

(註 5)!II口・鈴木[13J，pp. 98-990 

(註6)本稿において限界収入とは，市場需要関数を線

形としたとき，市場価格の2倍の変化の割合をもつい

わゆる「市場全体の限界収入」ではなく，あくまで当

該市場において個々の生産地域が直面する限界収入で

ある。これは， Helpman and Krugman [8]における

perceived marginal revenue，あるいはJ11口・鈴木[13J，

[14]，鈴木[33]における「主観的」限界収入に相当し，

個今の生産地域によって主観的に認識される(と考え

られる)限界収入である。

(註7)Haslumoto [6]は， ASPをnetsocial payoffs ad-

justed to出eNash equilibrium modelと定義している。

本稿では， ASPを Haslumoto[6)の spat凶 Nash

equilibrium modelをも包含する不完全競争空間均衡モ

デルに対する修正された純社会利得を表すものとして，

Has凶noto[6Jの定義を砿張して使用することとする。

(註8)このような数値を線形近似の際のサンプルとし

て用いることは，平均費用=限界費用を仮定すること

となり，必ずしも妥当とはいえないが，他に適当なデー

タを得ることができなかった。供給の限界費用弾力性

の推定を含めて，限界費用関数の推定の精級化は今後

に残された課題である。

(註9)本節における輸送費の推計に関する諸仮定の根

拠については，松田・黒河[23Jを参照されたい。

(註10)Takayamaandjudge [38]， pp.113-1220 

(註11)Takayama and judge [37)は，需要・供給関数が

線形の場合に，空間均衡モデルは線形相補性問題とな

ることを示し.また MacKinnon[21Jは，非線形の需

要・供給関数の下で，空間均衡モデルを非線形相補性

問題として定式化している。

(註12)(6 -5)， (6 -6 )の導出は， Iwata [11]，松

田・黒河[23]等を参照されたい。

(註13)その際，移送量qijの現状値がOでYijが無限大

に発散するものは，pr;/ 12の係数を極限的に0とする。
しかし，ここでpη/12の係数として Oを採用すると，

数値演算の過程で非基底変数(nonbasic variables ) 

の一部が無限大に発散し，均衡解が得られなくなって

しまう。そこで，許容誤差限界(tolerance )の範囲

内で十分に小さな値をpr;//2の係数とするため，算
出された推計値の中で最大のもの(674.6992)に210 

を乗じた値を Yijの値として便宜的に採用することと



不完全競争下における玉葱市場の地域閥均衡分析

した。
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